第３回事業者あり方検討部会　議事録（概要）

· 日時：平成２０年１月３０日（水）１０：００～１１：５５ 

· 場所：プリムローズ大阪　３階　高砂の間 

· 出席者：別紙配席図のとおり（加戸委員、鈴木委員欠席） 

１　開会

○豊岡部会長挨拶

○配布資料の確認

２　議事

（１）第２回事業者あり方検討部会での意見について 

「資料１　第２回事業者あり方検討部会　議事録（概要）」

「資料２　第２回事業者あり方検討部会（2007.10.29）での認証、顕彰制度に対する意見」により説明

豊岡部会長

前回、事務局より提示のあった３つの素案については予算要求中とのことだったが、その後の経過についてはどうか。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）

結論として、平成２０年度予算では認められなかった。理由は大きく２つあり、 

(1)大阪府が認証することについて、認証した施設・食品で事故が起こった場合の府のリスクはどうなるのか。 

→「この食品は安全です」という認証ではなく、「こういうシステムで作られています」という認証であり、事故が生じた場合は製造者責任となる旨の確認をとっているが、「それでも府が認証する以上、何らかのリスクが生じるのではないか」と理解を得られない。 

(2)偽装問題を解消する決定打となるような即効性のある事業でなければ、財政上、認め難い。 

→２０年度予算は認められなかったが、添付資料の「食品の品質管理・認証制度等に対するアンケート」を事業者向け自主回収報告制度説明会で行っている。 

内容は、自主衛生管理についてどの程度行っているか、どんな認証制度を望むか等。 

前回提示した３つの素案が前進するよう、今後も取り組む。 

豊岡部会長

平成２０年度予算はつかなかったが、平成２１年度予算については要求するのか。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）

予算要求には幾つかの手段があり、その各手段で予算要求を行った。 

政策提案の新規事業についての要求では、(1)のリスクが問題となった。その後の予算要求では(2)の即効性のある事業であるかが問題となった。これらの問題をクリアしなければ、２１年度も予算確保は難しい。

（２）認証・顕彰制度（素案）について 

「資料３　大阪府食の安全安心推進条例　認証・顕彰制度」により説明

・条例第１６条（食品関連事業者の取組支援）、第１８条（顕彰の実施）に基づく制度 

・イメージとしては、まず衛生管理が基本にあり、更に一段上の自主衛生管理の推進や食品のトレーサビリティ等の取り組みに対し認証をする 

・併せて新たな顕彰制度を取り入れる 

・素案例示 

(1)「大阪府食の安全安心（商売繁盛）認証制度」 

事業者の自己アピールを認証する。アピール内容と食品衛生との結びつきを図る。

(2)「大阪府食の安全安心顕彰制度」 

衛生管理に止まらず、消費者への情報提供や食育等の積極的な取り組みに対して表彰する。

(3)「ふぐの匠」顕彰制度 

（委員からの質問・意見等）

豊岡部会長

第１回の部会ではいろいろなご意見をいただいた。認証・顕彰の対象範囲が広すぎるので絞らなければまとまらないのではないか。あるいは、事務局で素案を出して欲しいなどの意見があった。第２回の部会では、事務局から３つの素案を出していただき、ご意見をいただいた。 

今回は、新たに示された顕彰制度２つを含む素案についてご意見を伺い、その後、中間報告に向けてある程度の方針をまとめたいと思う。 

西村委員

認証・顕彰制度の考え方だが、(1)施設（工場や営業店舗）(2)商品(3)人の３つが対象となる。これを組み合わせるかどうかは、今までの説明では見えにくい。 

認証・顕彰制度をするときは、衛生管理のルールは最低限必要。これにあと何を積み上げるか。それと、第三者機関がチェックするというイメージになるのではないかと感じる。 

山口委員

予算がつかないということは、府がこの制度にあまり積極的じゃないという疑問が生じている。部長を交えながら、財政と交渉するくらいの気持ちで予算を取りにいかなければ。 

やると決めたところで、どういうふうにそれを実行に移すのか、実行段階になると難しい問題も出て来ると思う。 

部会長に、「やるんならやる」という強い姿勢で、最終的にどのようにやるのか、もう少し強い姿勢を示していただければ、意見も言いやすいし、行動もとりやすいと思う。 

岡本委員

認証・顕彰の対象を事業者（施設）にするのか、個々の食品にするのか、なかなか分かりにくい。たぶん個々の食品にすると、とても大変ではないかと感じる。それと、業界が認証や顕彰に参加する意欲のわく制度でなければならないと思う。 

認証・顕彰制度はじわじわと効果が現れるものであり、即効性を求めるのは難しいと思う。 

認証制度と顕彰制度の違いが消費者には分かりにくいので、認証と顕彰が１本化された制度の方が分かりやすいのではないかと思う。 

川見委員

顕彰については、権威のある表彰でなければならない。 

気になるのはＥマーク食品など、既存の制度が継続されるのかということ。既に色々な制度があり、新たな制度を作るより既存の制度の集約が必要。 

今日の３つの案で、前回の案が消えたわけではないが、こういう形で非常にシンボリック的にまとめられたという説明であるが、もっと絞っていかないと、なかなか難しいと感じる。 

小田委員

大企業が対象なのか、中小企業が対象なのか、制度のターゲットが絞りきれていない。どこがお墨付きを与えるかも、はっきりしない。活性化というところから見ると、非常に消極的になっていると思う。もっと積極的に活性化が図れるような手立ては予算がなくても出来ると思う。 

予算がないからできないじゃなく、小売や外食産業等の食品関連業界をどう巻き込んでいくか。どのように大阪の食のブランドを確立するのか。そういう方向性の見えるコンセプトを作っていかないと、システムを作ってそれでできるというイメージを持つには甘いと思う。 

府民に対して、食を何とかしようという思いを業界が持っているなということが分かるコンセプトをもとに、大阪が元気になるような、そういう仕組みができないかなと思う。 

豊岡部会長

制度において府がリスク回避をどうするか、これは考えないといけない問題であることはわかる。ただ一番重要なのは、今の府では、食の「安全」はできているが「安心」ができていない。消費者の信頼をいかに回復するかという取り組みが非常に重要であると思う。 

岡本委員の意見のとおり、認証・顕彰制度で決定打や即効性を求めるのは難しいので、少しでも効果のある取り組みを、できることから始めていく。実際にアクションプランを作ってやっていくことが大事であると思う。 

予算がつかなくても、２１年度に予算がつくような制度を考えることと、予算がなくてもできる制度を考えて提案をまとめてやっていきたい。強い要望を出す場合には、商工会議所なり外食産業協会なりと合わさって要望していくことも考えていきたいと思う。 

それと、今回、新たに顕彰制度の案が出たが、やはりその根幹となる認証制度をどうするかを先に議論する必要がある。ベースは法に基づく衛生管理、それから事業者の自主管理、そのあとに自主管理に基づく認証と、その認証がある程度進んだ段階で顕彰という流れになると思うので、認証制度のほうを少し議論していけたらと思う。 

山口委員

今までも、大阪府が営業許可したからといって、そこの店舗が不正あるいはトラブルを起こした場合、大阪府が責任を取ったことはない。 

今、そういった議論になるようでは協議会発足の意義が無くなるのではないか。 

豊岡部会長

東京都や北海道などのＨＡＣＣＰ認証制度での都道府県のリスクの扱いはどのようになっているのか。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）

国や自治体が認証するＨＡＣＣＰ等の認証制度については、国の場合、認証した施設について違反があれば認証の取消しの措置を行っています。 

自治体の場合は、「更新」という制度がある。まだ新しい制度であるため事例はあまりないが、認証施設で事故が生じた場合でも自治体が責任を問われたことなどは聞いていない。ただ、もう少し詳しく調べてみないと分からないところもあります。 

西村委員

今回、予算が付かないということだが、今、業界で話題になっているのは東京ミシュランのガイドブックで、やはりあれを買って行きたいという人が増えているらしい。 

それで、京阪神版も今考えているようで、いろんな面で新しい切り口があっても当然いいんだと私は捉えている。 

豊岡部会長

今の取り組みは足りないところを補うものとなっている。それも大事だが、大阪の良さを伸ばす視点も必要。「ふぐの匠」は大阪独特の打ち出し方で前向きの姿勢でいこうということで良いのではないかと思う。ただし、全体として整合性を図る必要がある。 

他に、「ふぐの匠」や食の安全安心顕彰制度についてご意見はあるか。 

小田委員

大阪府では、大阪府下の生協や外食産業等の独自の自主衛生管理基準について、もうだいたい調べているのか。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）

資料の概要は持っているが、詳細な運用基準までは調べきれていません。 

小田委員

実際に、大阪では独自の自主基準を持って運用している生協や事業団体があるので、そういうところとネットワークを組みながらリンクさせることによって、大阪全体の食の安全安心のブランド力を高めるほうが、一より考えるより効率的でないか。また、第三者機関で行なうよりも、既にある自主基準を一つの基準とするやり方もあると思う。 

川見委員

われわれ協会傘下の組合も、ハサップとか言わない時代からハサップをとって作っており、それにかなりのコストがかかっている。１０個くらいできているが、なかなかそれ以上広がらない。 

チェーンストア協会や大きな流通メーカーなど各業界が、どういう基準を持っているかを客観的に調べていただいたほうがいいと思う。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）

次回の部会までに調べる。 

豊岡部会長

個別の項目について、意見があれば頂戴したいと思う。 

まず、「制度の範囲」であるが、「大阪らしさ」ということを考えて認証・顕彰制度がどういうものかということを詰めていくという考え方。それから、大阪産食品として広く受け入れられるようなＰＲ等もやっていくという方向でいいか。 

それから、「認証・顕彰の対象」であるが、対象をどこにするのかという絞り込みが必要ではないかという考え方が今日もでてきたが、ある程度絞り込みをする。それから、できるところからやっていくという考え方でもう少し詰めてもらうということでいいか。 

山口委員

動かない施設から始めたらいいと思う。食品は範囲が広すぎて、基準がバラバラで、細菌数でいくのか、あるいはその他でいくのか、いろいろな部分が出てくると思うので、最初は動かない施設から取り組むほうが無難であると思う。 

西村委員

対象とするのは、基本的には施設の営業店舗にするか、作った人にするのか、出来上がった商品にするか。この３つぐらいを対象として捉えている。 

川見専務

対象とするのは、当然施設ですね。作っている施設、お店といいますか工場。 

小田委員

「あの認証を取りたいな」「あそこで顕彰してほしいな」というようなものが示せる具体的なリーディングになるようなところからやるべきと思う。リーディングで走ってもらいながら、みんなそこに一つの目標を持ち、それになるような指導を行なっていくと。すると、大阪に来られた方あるいは住んでいる方が認証されたところは安心だというブランドが徐々にでてくると思う。 

だから、少し実効性が見えるところから行なっていくとなると、最初は施設になる。やはり食品は非常に掴みにくく、実際にチェックもやりにくい。 

岡本委員

施設を一番先にしたら一番いいと思う。 

流通対策室の「食の安全確保マニュアル」を使いながら、工場などの施設を認証した方がわかりやすいと思う。 

豊岡部会長

認証・顕彰の対象については絞り込みをするほうがいい、かつ効果が上がる、できるところから始めていくということを踏まえまして、とりあえず、施設を対象に進めていき、効果が上がれば広げていくという方針としたい。 

それから、「実施主体」については、行政がやるのか、あるいは行政は側面的な形で関与して第三者機関がやるのか、第三者機関がやるとすれば、どこがやるのかということについて、ご意見を伺いたい。 

　 

小田委員

第三者機関については、いいと思うが、府がその第三者機関の評価をきっちりと評価できるような体制をとることも必要と思う。第三者機関がどういう評価をしてやるかの基準は当然作るわけで、きっちりとそれが評価されているかどうかのチェックは、どこかでやる必要があると思う。その担保ができていれば、府がのりだしてやる必要はないと思う。 

川見委員

実施主体への理解と支援が無ければ、既存の団体が認証することはなかなか困難だと思う。 

西村委員

第三者機関として、いろいろ公的な専門機関があるのではないか。そういうところをイメージしていたが。 

豊岡部会長

実施主体については、もう少し議論を深めていく必要があるが、第三者機関が望ましいかと思う。そのため、どのような機関があるのかをもう少し調べていただきたい。オール大阪的な考え方でやるのにふさわしいところはどこか。どういう第三者機関が認定機関として望ましいのか。それと、大阪府の役割としてチェック機能が求められるが、どういう具合に組み込めるのか。もう少し詰めていきたいと思う。 

次に、「認証の基準」であるが、厳しすぎると中小企業を認証できないが、ある程度の基準が必要で、段階のある基準を念頭において考えると良いのではないかと思う。 

認証の基準については、事業者の自主基準を原則とする考え方でまとめてよいか。 

山口委員

生鮮食料品の場合は、日々の状態が異なり、検査結果も変わるため、基準の決め方が難しい。量販店の基準を参考にするしかないが、検査に出す回数も基準にするかなど検討する必要があり、ちょっと複雑で難しいのではないかと思う。 

豊岡部会長

北海道の自主衛生基準があるが、項目がどれくらいあって、主な項目としてどんなものがあるのか。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課）

２００項目近くあったと思いますが、それに基づいて、まずは事業者が自分でチェックして、ある程度いければ、その各段階に沿って認証のランクづけをしていくという制度になっております。項目的には、衛生管理面を中心とした細かいチェック項目になっております。 

豊岡部会長

認証の基準については、やはり事業者が自分で採点するというか自主管理をするという考え方が基本で、なおかつ段階的に少し幅を置くという考え方でいいか。 

小田委員

自主基準は業界の中で決めてもらった方が良い。府は基準作成には余り口を出さない方が良い。 

豊岡部会長

あくまで、府は最終的にチェックするという体制ぐらいですね。 

それから、「認証のシステム」ですが、自己採点制度を取り入れる以外に、消費者に安全・安心を与える、事業者への安心を作る目的でやる、認証したあとの確認作業を盛り込む、内部告発のシステムを組み込む、更新制度を考えるなどの意見がでたが、以上のようなことを盛り込んで考えるということでいいか。 

それから、「認証の費用」については、決定ではないが基本的に事業者自身が負担するという考え方でまとめていくということでいいか。 

あと、「信頼性」については、抽象的なことなので、ここではとりたててまとめない。 

顕彰制度については、認証制度後の検討とさせていただきたいので、今回は特にまとめない。 

それと、前回、認証事業の素案として３つの素案が出てきた。一つは「自主衛生検査認証」という考え方で、あくまで事業者負担による認証の申請が基本的な考え方であり、どういう形で取り組めるか、もう少し詰めていくということでいいか。 

あと、２番目の素案として「食の安全確保マニュアルの促進」があったが、これは非常に認証制度に馴染みやすく、業界では１０団体が既に認証を受けているということなので、既存の制度と連動させ、発展させるという。この辺は非常にやりやすいと思うので、このあたりをまとめていくということでいいか。 

川見委員

知事が変わり、府の方針もどうなるかわからないが、実際に末端まで広げることは難しいと思う。大阪府食品産業協会はせいぜい２００社くらいの団体で、アウトサイダー的な事業者のほうが多い。「やろう」という強い意志が見えないと賛同しにくい。 

豊岡部会長

あと、「食品表示確認点検」だが、これは非常に大事だと思うが、この部会で検討するには非常に難しい問題だと思う。今、消費者の信頼を損ねているのは、この部門であると思うが、妙案はあまり無いように感じるが、これの取り扱いについてどうするか。 

小田委員

業界主導でやらざるをえないと思う。やはり、業界の皆さんが一生懸命がんばろうとされているので、業界の目指すべき方向は業界に考えてもらう。それを府が勉強して、業界間の調整などをやらざるをえないのではないか。 

だから、基準にしても業界が主となり、業界が認定するような第三者機関でやれば、業界の合意も得やすいと思う。府は業界間の調整を図り、それを府民に打ち出していくような形で、このシステムができればいいと思う。 

岡本委員

消費期限・賞味期限を各食品メーカーが決めているのであれば、事後のチェックは、府だけではなく農水省でもしていただけたらと思う。 

消費期限・賞味期限というのは、一定の法律でのルールがなく、行政もまだのり気でないことを考えれば、去年からの偽装事件あたりも絡んできており、非常に悩ましい問題だと思う。 

山口委員

施設でなく、食品そのものへの認証となると進めるのは難しいと思う。食品表示については特にありません。 

豊岡部会長

食品表示については、経営者のコンプライアンスの意識の問題がある。それを啓発していくことも必要と思う。このあたりを何とかしないと信頼回復につながっていかない。だから、具体的な認証や顕彰とかでなく、啓発運動的にもう少し考えていくことが必要だと思う。 

小田委員

消費期限・賞味期限の考え方は食品によって異なる。例えば、ワインは古ければ古いほど価値があると思われており、砂糖や片栗粉は基本的に腐らない。乳製品は腐敗が早く健康被害が生じる。そういうことで、統一したマニュアルを作ることは、なかなか難しい。結局は、非常に煩雑なマニュアルを作らざるをえないと思う。 

そうなると、業界で自主管理して、行政がそれをチェックして認定するというシステムが現実的であると思う。 

豊岡部会長

今回の意見を事務局にまとめていただき、次回に具体的な「中間とりまとめ（案）」を作っていただくということで、よろしくお願いする。 

では、今後のスケジュールについて、事務局にご説明を御願いする。

（４）平成２０年度事業予定（案）について 

「資料４　平成２０年度　食の安全安心推進協議会関係　事業予定（案）」により説明

次回に「中間とりまとめ（案）」をお示しし、２０年度の第２回で中間報告を作成したい。また、部会で取りまとめたものを協議会に報告するので、よろしく御願いしたい。

豊岡部会長

それでは、これをもって、第３回「事業者あり方検討部会」を終了させていただきたいと思う。それでは、事務局にお返しします。よろしくお願いします。 

事務局（大阪府健康福祉部食の安全推進課　淡野課長）

各委員からのご意見を整理し、次回の部会で「中間とりまとめ（案）」をご提示する。 
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